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１．諸言 
 （独）水産総合研究センターは、2009年 3月末に発表した「我が国における総合的な水
産資源・漁業の管理のあり方（以下「管理のあり方」と略称）」において、我が国水産業に

適した総合的管理の考え方を提示した１。そこでは、「管理の目的」、「管理の評価」、「管理

の手法（施策）」という３つの側面の総合性について詳しく議論した２。このうち管理の手

法（施策）については、生態系および社会の変化や不確実性・多様性を前提とし、かつ、

各管理施策の適性や有効範囲・限界などを踏まえたうえで、複数の施策を組み合わせるこ

とにより、相乗的で頑健な効果を発揮させることの重要性を強調している３。 
 しかしながら、地域による操業内容・経営内容の違いや、現場での人的・資金的・時間

的制約を前提とした具体的提案を行うためには、施策導入の程度や効果の違いの定量的な

比較が必要となる。よって本稿では、どの施策を優先的に導入すべきか、どの施策ではど

の程度の効果が期待できるのか、どのような施策の組合せが有効なのか、を考察するため

に、不確実性を明示的に組み込んだシミュレーションモデルを作成した。  
 不確実性を前提とした考察では、「管理の目的」に関する分析視点が重要となる。たとえ

ば、一定の再生産関係に基づいて変動する資源の場合、平均漁獲量を最大化する漁獲計画

は、しばしば生産量や収入の変動が大きくなりやすい４。特に日本産乾燥ナマコのように海

外市場でブランド化されている場合や５、ナマコ漁業からの収入が家計収入の大部分を占め

るような場合には、貨幣的な意味での“効率性”を多少犠牲にしても、供給量や収入の“安

定性”を重視すべき場合もあろう。よって本稿では「管理のあり方」で提示された水産政

策の５つの理念（資源・環境保全の実現、国民への食料供給の保障、産業の健全な発展、

地域社会への貢献、文化の振興）に依拠した複数の指標を定義し、管理施策の比較・検討

をおこなった。 
 沿岸性で定着性の強い無脊椎動物の漁業管理に関する既往研究としてはホタテガイやホ

ッキガイが有名である６。しかし、ナマコに関する考察はこれまで行われていない。今回ナ

マコに着目した主たる理由は、一般的な水産資源に比べて１）定着性の強い資源であり比

較的管理しやすいこと、２）比較的長い寿命をもっていると考えられ生活史やサイズに応

じた様々な施策があること、３）地域によっては沿岸漁業経営上の重要資源であること、

４）国際市場および国際環境保護の議論において近年注目度が増していること７、の 4つで



ある。 
 次節では、資源動態式を含む生物経済モデルの構造と、管理効果の比較・検討のための

指標を定義し、不確実性下の漁獲計画を導出する。第 3 節では、漁獲計画以外の諸管理施
策を導入した場合に期待される管理効果を計算する。最後に第 4 節では、地域による漁業
特性の違いを考慮し、沿岸漁業経営全体の見地から管理の方向性を考察する。なお、ナマ

コ漁業現場では密漁が非常に大きな問題となっているため、引用文献で明記した公表資料

を除き、海域や具体的データの公表は差し控えたい。 
 
２．モデルの定義と漁獲計画の導出 
（１）資源動態式の推定と、決定論による最適解の導出 
 青森県 A 海域におけるナマコ資源評価結果を用いて、ナマコ資源の再生産関係式を推定
した８。各種関数型を赤池情報量基準（AIC）を用いて比較・検討した結果、ロジスティッ
ク・モデル（Xt+1 = r * Xt ( 1 ‒ Xt /K); Xtは t年の漁期前資源量、rは内的自然増加率、K
は環境収容量）による以下の推定式を得た。 
 

Xt+1 = 1.695 Xt ( 1 ‒ Xt / 945.6)、標準誤差（σ）＝306.3トン 
 
 この資源動態推定式を使用し、不確実性を考慮しない決定論における最適生産を解析解

によりもとめた９。ナマコ生産現場での生単価（p）については、モデル海域と同じ青森県
に所在する川内町漁協の事業報告書から得られた直近 3年間の平均値（1982円/kg）を使用
した１０。なお、延出漁日数や延曳網回数など投入努力量のデータが入手できなかったため、

生産関数が推定できず、従って単位漁獲当りコストも推定できなかった１１。よって、現場

聞き取り調査の結果を参考に、単位漁獲当りコストを単価の 4 割と仮定した。割引率は安
全資産（長期国債）の利率を参考に年 3%とした。 
 以上の値を代入した結果、最適な年間漁獲量（Y*）は 400.6トン/年、Y*を実現するため
の漁期終了後資源量 （X*）は 464.4トン、Y*の漁獲による A海域全体での年間利潤（π*）
は 476.3 百万円/年、現在から 20 年間 Y*で操業する場合の A 海域全体の正味現在価値 
（NPV）が 7,086.8 百万円となった。なお、最大持続生産量 （MSY）は 400.7 トン/年、
MSYを実現するための漁期終了後資源量（XMSY）は 472.8トンであった。 
 なお、実際の漁期終了後資源量が X*=464.4トンに一致しない場合、最適パスへの移動経
路によってNPVは異なる値をとる。このモデルの場合、経済学的な最適経路（動的最適解）
は、漁期終了後の残存資源漁が 464 トンになる最短距離をとる（Most Rapid Approach 
Path）。たとえば、今年の漁期前の資源量が 649トンの場合、もし今年の漁期に Y*=400.6
トンを採捕すると、漁期終了後の残存資源量が X*=464.4 トンよりも少なくなってしまう。
よって今期だけは漁獲量を 184.6 トンに抑えれば、漁期終了後には最適パスに乗り、来年
度以降理論的には Y*=400.6トンの漁獲を続けることができるという計算になる。この場合



の NPVは 7,007.1百万円となる。 
 
（２）不確実性下の漁獲計画の定義 
 実際の海域生態系には自然由来の変動が存在する。さらに、資源推定の誤差に基づく不

確実性や、モデルの説明能力不足に由来する不確実性もある。これらの不確実性を無視し

た分析は、現実には、ほとんど役に立たない。ナマコという、定着性で比較的安定した資

源と想定されるものにおいてすら、モデル海域 Aの標準誤差は 300トン以上である。計算
上の最適年間漁獲量（Y*）が 400.6 トンであることに鑑みれば、不確実性を明示的に組み
込んだ分析の必要性は明らかである。 
 不確実性下での望ましい漁獲計画の導出に際しては、いくつかの考え方がある。生物経

済学において通常議論されるのは、利潤の正味現在価値を最大化する計画である。その場

合は、動的計画法（Dynamic Programming）によって数値的に計画を導出することができ
る１２。このようにして得られる、貨幣的な意味での最適計画を、漁獲計画１とする。 
 一方、動的計画法による漁獲計画は、漁獲量の年変動が大きいという欠点がある。たと

えば加入資源量が少ない年には、しばしば禁漁の実施が解となる。つまり、漁獲計画１は

“貨幣的効率性”は最も高いものの、収入や生産の“安定性”は低い計画であると言うべ

きであろう。第一節でも述べたように、乾燥ナマコがブランド化されている場合や、ナマ

コ漁業からの収入が家計収入の大部分を占めるような場合には、貨幣的効率性を多少犠牲

にしても、供給量や収入の安定性を重視することが必要となる場合もあろう。よって、本

モデルでは、漁獲計画１との比較対象として、以下の 3つの代替的漁獲計画を算出する。 
 まず、漁獲計画２は、漁期前の資源推定量に対する漁獲率を一定に固定して、毎年の漁

獲計画をたてるという計画である（漁獲率一定計画）。漁獲率には、決定論で導出された比

率（漁期前資源量の 46.3％）を使用した。漁獲計画３は、漁獲量を一定とする計画である
（漁獲量一定計画）。漁獲量には、決定論で導出された決定論の最適漁獲量（400.6トン/年）
を使用した１３。最後に漁獲計画４は、１と２の折衷案である。両者の漁獲量の平均値を使

用した。 
 
（３）計算例 
 以下の計算では、さまざまな変動性・不確実性要因が重層的に影響した結果として資源

動態推定式の標準誤差σ=306.3 トンが発生していると解釈し、また、この誤差は正規分布
に従い互いに独立と仮定した。つまり、今年の漁期終了後のナマコ資源量を所与としたと

き、来年の漁期前のナマコ資源量は、上述のロジスティック式で計算される値を平均とし、

標準偏差=306.3トンの正規分布に従うとし、今後 20年間の漁獲計画を導出した１４。なお、
既に述べたように、今回のモデルでは生産関数が推定できなかった。よって、資源が多い

年にあえてたくさん採り残すことによるコスト削減効果を反映できず、動的計画法による

解は毎年一定の量の資源を採り残す計画（採残し一定計画）となった。 



 図１は、一組の正規乱数（20個）によって描写された 20年間の不確実性に対する４つの
漁獲計画を比較した例である。漁獲計画１（動的計画法）では、資源量が少ない年には禁

漁が実施され、収入がゼロとなるなど、生産量と利潤の変動がはげしい。いわば、資源変

動に直接的に順応した漁獲が行われる。凹凸は激しいが、算術平均値でみると、資源量・

生産量・利潤全ての値が最大となる。漁獲計画２（漁獲率一定）では、漁場に資源が少し

でもある限り禁漁は実施されず、生産量・利潤ともに変動は小さいが、それらの平均値も

小さくなる。漁獲計画３（漁獲量一定）では、何らかの不確実性要因により一度でも資源

が減少すると、ほとんど資源が枯渇してしまう。またその後は突発的に加入の良い年があ

っても、ほとんどすぐに採りつくしてしまう。一方で漁獲計画４（折衷）は、漁獲計画１

と漁獲計画２の平均値を使用しているため、生産量・漁獲金額ともに両者の中間の性質と

なっている。この計画の場合、資源の多い年には漁獲計画２（漁獲率一定）よりも多く獲

り、資源の少ない年には漁獲計画２よりも少なく獲る、という対応となる。 
 

 

＜図１ 各漁獲計画の計算結果の例＞ 
（棒グラフで示された利潤：右軸（円）、他の折れ線グラフ：左軸（トン）） 

 
 （４）「管理の目的」に関する指標の定義 
 先に定義した４種類の漁獲計画の性格を比較・検討するため、「管理の目的」に関する指

標を以下のように定義した１５。まず、水産政策の５つの理念のうち「資源・環境保全の実

現」に対応する資源面の指標として、各年の漁期終了後の資源量の期待値(E(X))を定義した。



また、漁期終了後の資源量が、決定論の最適値（X* = 464.4トン）の 1/2を下回る確率を、
資源リスクとした（X risk）。「国民への食料供給の保障」に対応する生産面の指標として、
各年の生産量の期待値(E(Y))と、各年の生産量が決定論の最適値（Y* = 400.6トン）の 1/2
を下回る確率（生産リスク：Y risk）を、それぞれ定義した。「産業の健全な発展」に係る
漁業経営面の指標として、各年の利潤の期待値(E(π))と、それが決定論のπ*の 1/2を下回
る確率（経営リスク：πrisk）を定義した。最後に、「地域社会」を構成する後継者確保に
対応する指標として、現在から 20年間ナマコ漁業を操業すると仮定した場合の利潤の期待
現在価値(E(NPV))を算出した１６。この E(NPV)は、いわば“長期的な漁場の価値”を見積
もったものであり、この漁業に後継者や新規参入者が着業する上で、単年の利潤であるπ*
とならび重要な指標である。また、シミュレーションにおける各 NPV が決定論での NPV
（=7,086.8百万円）の 1/2を下回る確率を後継者リスク(NPV risk)と定義した。 
 なお、新規参入者や後継者にとって、年による利潤変動は、生活設計や安心の面で特に

重大な問題である。よって、E(NPV)の算出に際しては、この変動の程度を経済的に正当に
評価する必要がある。本研究では、牧野（2007）の手法を用いてリスク・プレミアムを推
定・適用することにより、将来の利潤の変動の大きさを加味した現在価値を算出した１７。 
 
（５）シミュレーション結果 
 さまざまなパターンの不確実性を描写するため、20年分の正規乱数の組を 500組作成し、
各指標の値を計算した結果が表１である。シミュレーションはマイクロソフト社 VBA
（Visual Basic for Applications）によりプログラムを作成して実行した。 
 

表１ 各漁獲計画の比較 （500 回のシミュレーション結果） 

 漁獲計画 1 2 3 4 

資源指標 
E(X) 464.8 354.9 76.3 436.6 

X risk 0.00 32.11 86.66 4.82 

生産指標 
E(Y) 398.0 301.7 157.6 363.4 

Y risk 28.86 34.13 62.10 28.11 

経営指標 
E(π) 473317 358777 187456 432101 

π risk 28.86 34.13 62.10 28.11 

後継者指標 
E(NPV) 6026351 4864386 2842422 6335605 

NPV risk 0.20  18.40  79.60  2.80  

 RP  1.480 0.859 0.829 1.176 

E(X)：漁期終了後資源量の期待値（トン） 

X risk ：漁期終了後資源量が、決定論の最適値（464.4 トン）の 1/2 を下回るリスク（％）→

資源リスク 

E(Y)：各年の生産量の期待値（トン/年） 

Y risk：各年の生産量が、決定論の最適値（400.6 トン）の1/2 を下回るリスク（％）→生産リ

スク 



E(π)：各年の利潤の期待値（千円/年） 

πrisk：各年の利潤が、決定論の最適値（476356 千円）の 1/2 を下回るリスク（％）→経営リ

スク 

E(NPV)：新規着業者にとってのナマコ漁場の価値の期待値（千円） 

NPV risk：ナマコ漁場価値の期待値が、決定論の価値の 1/2 を下回るリスク（％）→後継者リス

ク 

RP：リスク・プレミアムの 500回の平均値 

 

 
 資源指標に着目すると、漁獲計画 1（動的計画法）は、資源量の期待値が高く、資源リス
クは 0%である。いわば、もっとも資源に対して配慮した計画ということができる。その対
極にあるのが漁獲計画 3（漁獲量一定）である。期待値は著しく低く、また資源リスクは約
87％である。漁獲計画 2（漁獲率一定）は資源リスクが 32%あり、期待資源量も計画 1 よ
り 2割以上小さい。折衷案の漁獲計画４は資源リスクが約 5%であり、資源量の期待値は漁
獲計画１より 6%ほど下回っている。生産指標に関しては、一年あたりの期待生産量が最も
大きいのが漁獲計画１であり、生産リスクは約 29%である。それに比較して、漁獲計画４
は、期待生産量が約 9%小さいものの、生産量の安定性が高い（年変動が小さい）ため、生
産リスクは漁獲計画１よりわずかに小さい。漁獲計画２と３は、期待生産量の面でも生産

リスクの面でも他の二つより大きく劣っている。経営指標は、生産面とほぼ同じ傾向であ

る。後継者指標をみると、漁獲計画 4 が最も優れている。これは、収入の年変動に関連す
るリスク・プレミアム（RP）が漁獲計画 1では大きいため、将来の収入が低く評価されて
いるからである。 
 以上より、資源面では漁獲計画１が、後継者面では漁獲計画４が優れていることが明ら

かとなった。また、生産面と経営面では、期待値に関しては漁獲計画１が優れているが、

リスクや変動の面からは漁獲計画４がわずかに優位であることがわかった。漁獲計画２，

３については、ほぼすべての指標において、漁獲計画１，４よりも明らかに劣っていた。 
 よく知られているように、不確実性を前提にするとき、所謂「最適解」というようなも

のは一意には決まらない。多くの生物経済学の文献で“不確実性下の最適解”と称されて

いる解は、単に交換価値（貨幣的価値）の効率性に関する最適化を行っているにすぎない。

効率性と安定性の比較衡量や、利潤と生産量と資源量のどれをどの程度重視するのか、あ

るいは、短期的視点と長期的視点のどちらがどの程度大切か、などの判断により、望まし

い解は異なる。換言すれば、多魚種操業が一般的である我が国沿岸漁業において、当該資

源に何を求めるのか、当該漁業を経営の中でどう位置づけるのか、によって、取るべき施

策が決まるのである。この点については第 4節で考察する。 
 
３．管理施策の効果の検討 
 表 2 に「管理のあり方」で議論した 8 種類の各管理施策の内容と、具体例、およびシミ
ュレーションモデルの諸パラメータとの関係を整理した１８。前節で比較検討した漁獲計画 1
～4の実施は、C、Dの施策に相当し、また、GとHは管理全体の精度向上に寄与するもの



として整理した１９。なお、今回は齢構成を考慮しない資源動態モデル（ロジスティック式）

を採用している。よって、サイズ別の市場ニーズに応じた採り分けや、稚ナマコに特化し

た保護策などの管理施策については、その効果を検討できなかった。今後、齢別資源動態

モデルを構築する際に検討したい。 
 
表 2 施策の分類と具体例およびパラメータとの関係 

 

 
 以上より、さまざまな管理施策の効果として検討すべきパラメータ変化は、環境収容量

（K）の増加、予測資源量の標準誤差（σ）の減少、生単価（p）の上昇、単位漁獲コスト
（c）の低下、の 4通りに要約できた。さらに、これらの 2つ以上のさまざまな組み合わせ
（11通り）により、合計 15通りの施策の組み合わせ方が想定できた。この 15通りの施策
の組合せについて、表 2で整理した関連パラメータを限界的に変化させ（1%の変化）、表 1



で定義した諸指標にどのような効果をもたらすかについて、それぞれ 500 回のシミュレー
ションを実施した（結果の詳細は補足資料 3参照）。 
 以下、漁獲計画 1（動的計画法）と漁獲計画 4（折衷）について、諸指標への効果を要約
する。まず資源面について、漁獲計画 1 はもともと期待値が高くリスクもゼロである。一
方で漁獲計画 4では、施策 B の「資源の積極的添加・培養」を実施し標準誤差σを削減す
ると改善されるが、その効果はそれほど大きくない。よって、資源面に関しては、施策 C、
Dに相当する漁獲の管理と、それを支える人的・組織的側面（G）や、科学・技術的知見の
整備（H）が何よりも重要である。表 1 で明らかなように、漁獲計画 1 または 4 を実施す
ることで、資源は保全される。 
 生産面では、施策 A により、生態系の保全や漁場・生息地保全をおこない、環境容量を
高めることが効果的である。漁獲計画 4の場合は、さらに施策 B の資源の積極的添加や培
養を実施すると相乗的効果が得られ、期待生産量は 1%以上増加し、リスクも 1%近く削減
できる。 
 利潤の期待値では、主に施策 Eと Fの施策による単価の向上とコストの削減が効果的で
ある。一方で経営リスクは、Aの生態系の保全や漁場・生息地保全をおこない、環境容量を
高めることも大きなリスク削減につながる。漁獲計画１は期待利潤が既に大きいので、リ

スク削減を優先すべきであろう。一方、漁獲計画４では経営リスクが小さいので、単価向

上を優先しつつ、なるべく多くの施策を組み合わせることが効果的である。 
 後継者指標については、どの施策も漁獲計画４に効果的である。特に施策 F により単価
を向上させると、NPVの期待値は 15%以上改善する。漁獲計画 1でも、生単価向上や環境
容量向上、コスト削減の順に効果を持つが、その改善度は小さい。 
  
４．海域の漁業特性に応じた管理施策の検討 
 以上の分析結果をもとに、海域による漁業特性の違いを前提とした沿岸漁業経営全体の

見地からの管理の方向性を考察する。具体的には、著者らが現場調査を実施した 3 つの海
域（北海道オホーツク海域、青森県陸奥湾海域、長崎県大村湾海域）の特徴を参考に、表 3
のように沿岸漁業経営のタイプ分けを行い、各タイプごとに適した管理施策の組合せを検

討した２０。 
 

表３ ナマコ漁業に係る沿岸漁業経営のタイプ 

 経営の特徴 例 管理の方向性 

沿岸漁

業タイ

プ① 

ナマコ漁業からの収入が総

収入の 8 割以上を占める専

業漁業。総収入は地域の平均

的雇用就業者よりも大きい。 

オホーツク

海域 

すでに収入は十分大きい

ので、ブランド維持のため

にも、生産量の安定性を高

めることを優先 

沿岸漁

業タイ

プ② 

ナマコ漁業からの収入は全

家計収入の 3～4割で、主要

な漁業種類ではあるが、他に

陸奥湾海域 

ブランド維持のために生

産量の安定性を重視しつ

つ、後継者確保のために収



も太い副業漁業種がある専

業漁業。総収入は地域の平均

的雇用就業者の所得とほぼ

同じ程度 

入の安定性や漁場価値も

重視。つまりバランスが重

要。 

沿岸漁

業タイ

プ③ 

ナマコ漁業は多様な漁業種

類の一つで依存度が低く、ま

た、漁業以外の収入が半分以

上を占める第 2種兼業漁業。 

大村湾海域 

主要な収入源は他で確保

されているため、ナマコ漁

業からはなるべく多くの

収入を得ることを優先。 

 
 沿岸漁業タイプ①の海域（例：オホーツク海域）では、既に高い総収入があり、またナ

マコへの依存度が高いため、漁獲計画４（折衷案）により安定的な生産および利潤を維持

することにより、ブランド価値の確保と経営の安定性を高めることが重要である。しかし、

2．(5)でまとめたように、漁獲計画４は生産量と収入の期待値が相対的に低いため、施策 F
による単価の向上と、施策 A による環境容量の増大を中心に、実施に必要な費用を勘案し
ながら施策を組み合わせることも有効である。 
 たとえば施策 F.については、船上処理について検討の余地がある。枝幸漁協では、船上で

組合指定の容器にできるだけたくさんの漁獲物を詰め込むが、氷や散水機等の使用による

品質向上効果を検討することは有効であろう。また、加工について、現在は組合作成のマ

ニュアルに従い、各漁業者が各自で所有する加工場で乾燥処理を行っている。今後は科学

的な評価に基づいて、各漁業者が散在的に有している加工法を評価・共有することにより、

組合の全体的な加工技術の底上げを図り、枝幸産乾燥ナマコの品質のばらつきを小さくす

ることも有効である２１。また、上記の船上処理や加工法の改善について、成果に応じた奨

励金や課徴金の導入など、経済的な手法の導入も検討できる。加工品の品質を組合や第三

者機関が評価し、その認証をラベルとして製品に添付するといった手法や、製品のトレー

サビリティーの確保なども有効であろう。 

 一方、沿岸漁業タイプ③の海域（例：大村湾）では、漁獲計画 1（動的計画法）によって
ナマコからの期待利潤の最大化を優先することにより、総収入を高めることが有効であろ

う。総収入における漁業依存度が低いこと、および、ナマコからの収入の絶対額が小さい

ことを勘案すれば、なるべく費用のかからない施策を E、F、から選んで、単価向上とコス
ト低下のための取り組みを中心に行うことが効果的である。たとえば施策 E について、公
的資金の活用も視野にいれながら、漁業資本の共有やグループ操業などによるコストの削

減も有効であると思われる。施策 F については、大村湾産ナマコの場合は生食としての需
要が大きいことから、公的試験研究機関とも連携して、鮮度維持技術の改善、衛生基準や

トレーサビリティー・システムの導入などが考えられる２２。 
  
 沿岸漁業タイプ②の海域（例：陸奥湾）では、効率性と安定性のバランスが重要である。

貨幣的効率性の高い漁獲計画 1 を採用しつつ、安定性を高める管理を実施するか、あるい
は、安定性の高い漁獲計画 4 の採用と同時に、収入の平均値を高める管理を導入すること



が有効である。副業漁業種の性質を踏まえて、収入の拡大を志向するのであれば前者、後

継者確保を優先するのであれば後者を採用すべきであろう。なお、陸奥湾の川内町漁協で

は平成 15年に突発的なホタテ大量斃死が発生したが、その損害を埋めるため、緊急避難的
にナマコ総漁獲量を増加させたことにより、多くの漁業者が経営的窮地をしのぐことがで

きた。つまり、資源量の維持と操業の多角化という施策により経営の回復能力（レジリエ

ンス）も高まったことが指摘できる２３。 
 
５．結語 
 本研究は、全過程を貫く概念としての管理施策に着目し、定着性資源の一つであるナマ

コを対象に数理生物経済モデルを作成して、沿岸漁業の特性や管理の目的に応じた施策の

優先順位と組合せを考察した。 
 ただし本稿で採用したモデルの型により、本稿の結果も大きく制約されている点は注意

する必要がある。たとえば、資源動態式には齢構成をもたないロジスティック式を用いて

おり、サイズ別の採り分け施策や、稚ナマコに特化した保護策等の効果を検討することが

できなかった。特にサイズ別の採り分け施策は、単価の向上と再生産の促進の両方に貢献

する重要な施策であり、検討の必要性が高い。よって、現在著者らは青森県 B 海域でサイ
ズ別資源動態調査を実施している。データの蓄積を待って齢構成モデルの構築を試みたい。 
 また、生産関数が推定できなかったため、施策 Cと Dの違い、すなわち入口管理（漁獲
圧の管理）と出口管理（漁獲物の管理）の効果の違いも明示的に分析できなかった。この

違いは、今後日本の沿岸漁業管理を国際的文脈で比較・検討する際に特に重要な分析視点

になると考える。特に、単純な構成の資源を対象にした漁業の管理と、多様な生物学的性

質や市場価値を有する多数の資源を対象にした漁業の管理について、管理の効率性や有効

性、さらには生態系に及ぼす影響などの定量的分析を進めたい。 
 本稿で行った管理の海域間比較においては、青森県 A 海域の資源動態式を全ての沿岸漁
業タイプにあてはめて議論している。しかし、ナマコの生物学的特性には地域差も存在す

るため、これらの生物的特性の違いが、現場での管理施策の選択にどのような違いを生む

のかという視点は、本研究の枠組みをナマコ以外の生物に一般化していく上でも重要であ

る。 
 同様に、各施策とパラメータとの関係についても、自然科学的知見に基づき、さらに細

かい検討が必要である。各管理施策の効果予測に関する自然科学的知見が整備されれば、

コストと効果の比較など、「管理の評価」の側面を含めた検討が可能となる。ナマコ単価に

ついても、需給分析などより詳しい考察が必要であろう。 
 最後に、本稿のモデルには空間的要素が考慮されていない。このモデルを沿岸漁業管理

汎用モデルに拡張していくためには、産卵場・育成場・漁場の違いや、近隣海域とのリン

クなどの空間的要素をいかに組み込んでいくか、が大きな理論的課題である。 
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Bの種苗放流については注6の文献。また漁場（藻場）造成に関するものとして川俣茂（2001）
「北日本沿岸におけるウニおよびアワビの接触に及ぼす波浪の影響とその評価」水産総合

研究センター研究報告 1：59ー107。C・Dに係る漁獲計画や漁獲管理ついては、漁業経済
学会（2005）「第 3章：漁業管理」、『漁業経済研究の成果と展望』成山堂書店、や、漁業経
済学会（2006）『漁業管理の現状と課題‐TACと TAEを中心として（第 54回大会シンポ
ジウム特集号）』漁業経済研究 52(2)など。Eの協業化やプール制については、注 6の文献
の他、松井隆宏（2006）「プール制における水揚量調整の意義‐駿河湾サクラエビ漁業を事
例に‐」漁業経済研究 52(3)：1－20。Fの加工・流通やブランド化については、漁業経済
学会（2005）「第 5章：流通・加工・消費」、『漁業経済研究の成果と展望』成山堂書店、や、
濱田英嗣（2008）価格プレミアムとリピーター顧客の存在を目指す水産物ブランド試論、
漁業経済研究 54(1)：19－34など。Fの管理組織について、特に漁協による沿岸漁業管理に
ついては、漁業経済学会（2005）「第４章第 1節：組織論‐漁協組織研究の論点‐」『漁業
経済研究の成果と展望』成山堂書店、など。 



                                                                                                                                                     
１９ 種苗放流などの資源添加施策が、内的自然増加率（ｒ）の増加につながるという見解も
ある。しかし本稿では、資源添加は加入量の極端な低下を防ぐことを目的とした施策、つ

まり資源変動の平準化のための施策として位置付けた。今後、ナマコ種苗放流効果の推定

など実証研究の蓄積を待って、さらにモデルを修正していきたい。また、Cと Dの違い、
すなわち、入口管理（漁獲圧の管理）と出口管理（漁獲物の管理）の違いの重要性につい

ては、5．結語において言及する。 
２０ 2009年 2月および 7月に、北海道の枝幸漁協、宗谷漁協、猿払漁協など、オホーツク
海域のナマコ漁業者、組合職員、北海道宗谷支庁稚内地区水産技術普及指導所枝幸支所職

員に聞き取り調査を実施した。2009年 2月および 8月に、青森県陸奥湾の川内町漁協、む
つ漁協、野辺地漁協、横浜漁協、蓬田漁協において、ナマコ漁業者、組合職員、青森県水

産総合研究センター職員らに聞き取り調査を実施した。2009年 6月および 9月に、長崎県
西彼杵郡の大村湾漁業協同組合、長崎県庁水産部、佐世保市水産センターで聞き取り調査

を行った。 
２１ 漁獲後の保存法や加工法が乾燥製品に与える影響に関する分析として、成田正直(2009)
「国内産乾燥ナマコの性状と化学成分」日本水産学会秋季大会口頭発表。 
２２ 青森県野辺地漁協では平成 19 年より生鮮ナマコにトレーサビリティーシステムを導入し、QR
コードにより生産者の氏名、顔写真、船名、漁法などが表示される 
２３ レジリエンス概念の、社会および生態系への適用については、Walker B., Holling C. S., 
Carpenter S. R., Kinzig A. (2004) Resilience, adaptability and transformability in 
social–ecological systems. Ecology and Society 9(2): 5、を参照。 


